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1. はじめに 

自然災害による人的被害発生への対処には，避
難行動モデルを用いた事前の避難傾向の把握が
重要である．これまでは，アンケートやパーソ
ントリップ(PT)データなどを用いた避難行動モ
デルがあったが，データの入手性が低いという
問題があった．そこで本研究では，入手しやす
いオープンデータを用いて，避難行動モデルの
パラメータ推定を試みる．今回は，事例として，
2019 年台風 19 号の岩手県久慈市での避難行動モ
デルのパラメータ推定を行い，各パラメータの
係数を求めた．また，モデルの改善のために現
地調査を行った．本稿では，設定した避難行動
モデルの実験結果を示し，現地調査結果と合わ
せてモデルの改善点について考察する． 

2. 関連研究 

避難行動モデルに関する研究は多く存在する．
山田らは，津波避難ビルの選択に関するモデル
の構築を行った[1]．西野らは，地震火災時の避
難先の選択に関する意思決定モデルの推定を行
った[2]．これらの研究ではアンケートや PT デ
ータなどのデータを使用していた．また，使用
しているモデルは一時点における意思決定のみ
を対象としており，災害の状況に伴う複数回の
意思決定が考慮されていない．本研究では，入
手性に優れたオープンデータを用いて，避難行
動モデルのパラメータ推定を行う．また，Fu ら
の提案した繰り返し二項ロジットモデル[3]によ
る避難行動モデルを採用し，複数回の意思決定
に対応できるようにする． 

3. モデルの概要 

本研究におけるモデルでは，避難所毎の避難人
数の時系列データを用い，住民は客観的な指標
に基づいて避難を行うと仮定し，250m メッシュ
毎に単位時間あたりの避難人数を求める．おお
まかには，避難可否の決定，避難先の選択確率
の算出，単位時間あたりの避難人数の算出，の 3
つの過程から構成される． 

3.1 避難可否の決定 

避難可否の決定は，避難時の複数時点における
意思決定を表現するため，繰り返し二項ロジッ
トモデルを用いて行う． 
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図 1 に繰り返し二項ロジットモデルの状態遷
移図を示す．未避難状態から開始し，時点 にお
いて確率 で避難状態に遷移し， で
未避難状態に遷移する．避難状態に遷移した場
合にはそこで終了し，未避難状態に遷移した場
合は確率 で遷移先を決定する． 

図1 繰り返し二項ロジットモデルの状態遷移図 

 

3.2 避難先の選択確率の算出 

住民の避難先の選択確率の算出には，複数の避
難所候補への効用を求めるため多項ロジットモ
デルを使用する．まず，時点 において主体 が選
択肢 を選択する確率 を式(1)に示す． 

                       

 

(1) 

 

 

は時点 における主体 の選択肢 に対する効用
関数を， は選択候補の総数を示している．説明
変数を ，係数を としたときの効用関数
を式(2)に示す．なお， は説明変数の総数を示す． 

                   

 

(2) 

 

 

3.3 単位時間あたりの避難人数の算出 

先に求めた避難先の選択確率に，250m メッシュ
の滞在人数を乗算することで，単位時間あたり
の避難人数を求める．ここで，滞在人数は 時点
ではメッシュ人口と等しく，以降は時点毎に未
避難状態の人数に更新される． 

4. 実験 

オープンデータを用いて，前述した避難行動モ
デルのパラメータ推定を行う．単位時間を 10 分
としてモデルから避難人数を算出し，算出値と
実際の避難人数の誤差を二乗平均平方根誤差
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図 3 シナリオ cの各避難所における RMSE 

(RMSE)で求め，誤差を最小化し係数を最適化す
る．実験環境の実装には R および C++、係数の
最適化には遺伝的アルゴリズムを使用した． 

4.1 実験対象 

対象として，地区は岩手県久慈市，災害は 2019
年台風 19 号のデータを選んだ．久慈市において
は，住宅地を流れる小屋畑川が氾濫し，流域の
床上浸水 455 棟，床下浸水 561 棟の被害が発生
した．久慈市における避難フローを図 2 に示す． 

図 2 久慈市における避難フロー 

4.2 使用データ 

実験では，岩手防災情報ポータル(避難所情報)[4]

に掲載された発災時の避難所毎の避難人数に関
する時系列データ，指定緊急避難場所データ[5]

に掲載された避難所の緯度経度情報に関するデ
ータなどを使用した． 

4.3 説明変数 

効用関数 で使用する説明変数を，以下の 3 つ
の実験シナリオと併せて示す． 

シナリオ a：避難指示発令からの経過時間，時刻 

シナリオ b：シナリオ a に居住地と河川の距離，
避難所と河川の距離，避難所の面積を追加 

シナリオ c：シナリオ b に降水エコー強度を追加． 

4.4 実験結果 

上記３つのシナリオについて，避難者の実測値
と推定値の差（RSME）比較した結果，シナリオ
c の平均誤差が最も小さかった．シナリオ c の計
算例を図 3 に示す．22 箇所の避難所の中でも避
難者が少ない場合に精度が高い傾向があった．
反面，例えば避難所番号 18 のように避難実人数
が多い場合に，誤差が大きい傾向も見られた．
この原因を探るため著者らは現地調査を行った．
その結果，避難所 18 は近隣の河川が氾濫し，被
災により住民が避難していたこと，モデルでは
被害発生による避難を考慮できていなかったこ
とが分かった．よって，実際の被災状況もモデ
ルに加える必要があると考えられる． 

5. まとめ 

本研究では汎用的・実用的な避難行動モデルの
構築を目的に，オープンデータを用いた避難行
動モデルのパラメータ推定手法の提案を行った． 

実験により，パラメータを増やすことで精度が
向上することを確認した．今後は，実験や現地
調査の結果を踏まえ，モデルの改善を進めてい
く予定である． 
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